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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 48,885 54,268 56,868 102,299 105,714

経常利益 (百万円) 619 4,052 3,368 2,510 5,393

中間(当期)純利益 (百万円) 429 1,420 2,023 1,307 2,659

純資産額 (百万円) 66,072 67,981 72,821 66,742 69,492

総資産額 (百万円) 128,157 134,416 146,433 130,601 137,727

１株当たり純資産額 (円) 520.81 536.19 575.31 525.99 548.48

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.39 11.21 15.98 10.05 20.73

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.6 50.6 49.7 51.1 50.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,356 5,590 5,043 5,884 8,755

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,837 △2,903 △5,434 △6,484 △6,993

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △709 △1,350 3,829 △2,235 309

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 11,116 11,791 16,190 10,252 12,583

従業員数 (名) 6,216 6,620 6,700 6,461 6,278



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 40,543 43,193 48,976 84,900 85,453

経常利益 (百万円) 293 2,264 1,860 1,602 2,679

中間(当期)純利益 (百万円) 246 985 1,103 1,006 1,306

資本金 (百万円) 15,751 15,751 15,751 15,751 15,751

発行済株式総数 (株) 127,159,334 127,159,334 127,159,334 127,159,334 127,159,334

純資産額 (百万円) 63,829 65,119 66,848 65,327 65,417

総資産額 (百万円) 112,807 118,469 135,826 118,086 124,733

１株当たり純資産額 (円) 503.14 513.62 528.11 514.85 516.32

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 1.94 7.77 8.72 7.70 10.07

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 2.50 3.00 3.50 5.50 6.00

自己資本比率 (％) 56.6 55.0 49.2 55.3 52.4

従業員数 (名) 1,686 807 846 802 813



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社の企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

  

当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

 （機構・その他部品） 

    株式売却による連結除外：朝日金属工業株式会社 

３ 【関係会社の状況】 

除外 

主に電子部品の製造を行っておりました朝日金属工業株式会社の全株式を本年６月に売却したため関

係会社に該当しなくなりました。 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

 

 

事業部門の名称 従業員数(名)

コンデンサ 5,335

回路ユニット 198

機構・その他部品 110

コンデンサ用材料 1,022

その他 35

合計 6,700

従業員数(名) 846



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善等による設備投資の増加に加え、雇用環

境や個人消費にも持ち直しの動きが見られましたが、原油価格の上昇によるコスト面への影響といった

厳しい要因もあり、景気の回復テンポは概ね緩やかなものとなりました。一方、海外におきましては、

米国経済が総じて底堅く推移し、中国経済は依然として拡大基調を持続いたしましたが、ＡＳＥＡＮ地

区やユーロ圏におきましては低調のまま推移いたしました。 

 当エレクトロニクス業界におきましては、春先の在庫調整による影響はありましたものの、液晶やＰ

ＤＰ等の薄型テレビが普及するなど、デジタル家電分野が順調に推移し、また、カーエレクトロニクス

分野も堅調に推移いたしました。これらを背景に電子部品・デバイスに対する需要は夏場頃より急速に

回復してまいりましたが、一方では原材料価格の値上がりによるコストアップと製品価格の下落により

採算は悪化し、厳しい状況が続いております。 

 このような経営環境のもとで、当社グループは平成17年４月より「第４次中期経営計画」をスタート

し、グローバル市場での競争力強化と顧客へのタイムリーなサービス提供を実現する“新しいビジネス

モデルの確立”に向けて取り組んでおります。その一環として、当社グループが保有する要素技術の早

期事業化を目指し、業務提携などアライアンスを積極的に推進しております。既に、業界初の商用化と

なる蒸着技術を応用した電極箔の共同開発や、複合機能集積部品（ＮＥＣトーキン株式会社 商品名：

プロードライザ）に関する技術提携、金属錯体高分子を用いた次世代型大容量キャパシタの共同開発な

どが実現しております。更に、韓国において高密度実装基板を製造する合弁会社（CU  TECH 

CORPORATION）は、５月より稼動を開始いたしました。また、高付加価値新製品の開発及び市場投入に

も積極的に取り組んでまいりました。特に、好調に推移した薄型テレビ等のデジタル家電機器や、パソ

コン用マザーボードへ向けて、低インピーダンス・長寿命アルミ電解コンデンサや導電性高分子アルミ

固体電解コンデンサの拡販を図ってまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は568億68百万円（前年同期比4.8％増）、連結営業利益

は24億17百万円（前年同期比24.5％減）連結経常利益は33億68百万円（前年同期比16.9％減）、連結中

間純利益は20億23百万円（前年同期比42.4％増）となりました。また、単独の業績につきましては、売

上高は489億76百万円（前年同期比13.4％増）、営業利益は８億51百万円（前年同期比25.1％減）、経

常利益は18億60百万円（前年同期比17.9％減）、中間純利益は11億３百万円（前年同期比12.0％増）と

なっております。 

なお、当中間連結会計期間における部門別の営業の状況は次のとおりであります。 

① コンデンサ部門（431億59百万円、売上総額の75.9％） 

パソコン市場向け導電性高分子アルミ固体電解コンデンサが大きく伸長したことと、デジタル

家電市場が順調に拡大したことなどにより、当部門の売上高は前年同期比3.5％の増加となりま

した。 

② 回路ユニット、機構・その他部品部門（82億36百万円、売上総額の14.5％） 

ＰＤＰ用モジュールの売上及びシステム商品が伸長したことなどにより、当部門の売上高は前

年同期比20.0％の増加となりました。 

③ コンデンサ用材料部門（40億50百万円、売上総額の7.1％） 

中国及び台湾市場におけるアルミ電解コンデンサ用電極箔の需要低迷等により、当部門の売上



高は前年同期比3.7％の減少となりました。 

④ その他の部門（14億22百万円、売上総額の2.5％） 

その他機械部品売上の減少により、当部門の売上高は前年同期比6.2％の減少となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

日本においては、売上高258億円（前年同期比2.2％減）、営業利益38億64百万円（前年同期比

3.1％減）となりました。 

 北米においては、売上高50億45百万円（前年同期比6.3％増）、営業損失５百万円となりました。 

 欧州においては、売上高40億円53百万円（前年同期比6.1％減）、営業利益84百万円（前年同期比

66.4％減）となりました。 

 アジア等においては、売上高219億69百万円（前年同期比16.7％増）、営業利益７億20百万円（前年

同期比22.9％減）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ36億７百万円増加し、

161億90百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益等の増加があったものの、売上債権

等の増加により、前年同期に比べ５億46百万円減少し50億43百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、増産対応を中心とした設備投資等により前年同期に比べ25億

30百万円減少し54億34百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、今後の新製品開発投資や既存設備の更新投資等に備え、借入

金により資金調達を行った結果、前年同期に比べ、51億79百万円増加し38億29百万円の収入となりまし

た。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

製品 生産高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 43,666 4.5

回路ユニット 6,964 37.3

機構・その他部品 1,536 △24.6

コンデンサ用材料 3,954 △6.9

その他 428 32.1

合計 56,549 5.7

製品 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 44,337 9.8 12,023 18.1

回路ユニット 7,279 62.7 1,526 94.8

機構・その他部品 1,488 △24.8 225 △27.3

コンデンサ用材料 4,213 6.3 853 △14.2

その他 1,450 △4.8 159 △21.3

合計 58,768 12.3 14,788 18.6

製品 販売高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 43,159 3.5

回路ユニット 6,681 37.9

機構・その他部品 1,555 △22.9

コンデンサ用材料 4,050 △3.7

その他 1,422 △6.2

合計 56,868 4.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動は、多様化するエレクトロニクス市場に向

けて、材料から製品開発までの一貫した体制を活かし、市場ニーズに併せた高付加価値製品・差別化製

品の創出に重点をおくとともに、環境配慮型製品、電子機器の安全性等をテーマに研究開発を行ってま

いりました。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は14億30百万円であり、主な研究開発活動は次のとおりでありま

す。 

 

（新規事業） 

 近年市場では、搭載部品の大規模集積化、カスタム化、高速化が急速に進んでおり、当社グループで

はタンタルコンデンサ大手のＮＥＣトーキン株式会社が持つデカップリングデバイスである『プロード

ライザ』技術の開示を受け、二社供給体制を確立して顧客の利便性向上を図ってまいります。『プロー

ドライザ』とはＧＨｚ帯の高周波において低ＥＳＲ（等価直列抵抗）・低ＥＳＬ（等価直列リアクタン

ス）を実現した世界ではじめての「複合機能部品」であります。 

 

（コンデンサ） 

 当社グループは、デジタル機器市場、インバータ市場、カーエレクトロニクス市場に注力し製品開発

を行っております。 

 高速応答・大電流化を求められるデジタル機器市場向けにおいては、低インピーダンス、長寿命の製

品ラインアップを拡充してまいりました。導電性高分子アルミ固体電解コンデンサにおいては、近年Ｃ

ＰＵの信号処理の高速化、高周波化が進み、省電力のための低電圧、また大電流化の技術傾向が強く求

められる動きに対応するため、従来シリーズよりさらに高周波インピーダンス特性の向上および低ＥＳ

Ｒを実現したチップ型ＰＸＥ・ＰＸＦシリーズを製品化し、従来シリーズと同等の性能で小型化を図っ

ております。 

 アルミ電解コンデンサでは、インバータ市場向けに新規高容量電極箔の開発、製品内部素子の高収納

化を実現した基盤自立形コンデンサＫＭＲ・ＫＭＳ・ＬＸＳの３シリーズを製品化し、小型化・大容量

化する市場ニーズに貢献する製品の拡充を図ってまいりました。 

 カーエレクトロニクス市場向けには、自動車の電装化が進むに伴い、電子部品の小型化、幅広い温度

における安定した特性の要求を実現したチップ型アルミ電解コンデンサＭＨＢシリーズを開発いたしま

した。 

 アルミ電解コンデンサ以外では、米国ＧＥＮ３ＰＡＲＴＮＥＲＳ（ジェンスリーパートナーズ社）が

開発した金属鎖体高分子を電極材に用いた次世代型大容量キャパシタ「ＡＥＳＤ」の開発に成功いたし

ました。従来の電気二重層キャパシタと同等のパワー密度を維持しつつ、エネルギー密度は２～４倍に

向上しており、今後は充放電サイクル性能などの耐久性の向上を図りながら、携帯機器や民生機器向け

の小型品の商品化を目指し、将来的には自動車分野やエネルギー産業分野向けの大型品の開発に展開し



ていく予定です。 

 研究開発活動の金額は11億32百万円であります。 

 

（コンデンサ用材料） 

 コンデンサ用材料では、イスラエル法人Ａｃｋｔａｒ社との共同開発により、これまでにない新しい

技術による革新的なアルミ電解コンデンサ用電極箔の商用化に成功いたしました。 

この新電極箔はこれまでの箔表面を化学的あるいは電気的に溶解させるエッチング方式とは逆に箔表面

にアルミからなる粒子を蒸着させることにより表面積の拡大を図ったもので、現在はこの新箔を用いた

電解コンデンサの開発に取り組んでおります。 

 研究開発活動の金額は２億98百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画しておりました設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次

のとおりであります。 

  

 
  

(3) 重要な設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画で新たに確定したものはありませ

ん。 

  

会社名 
(事業所名)

所在地
事業部門の 
名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月 完成後の増加能力

提出会社 
（高萩工場）

茨城県 
 高萩市

コンデンサ 
用材料

コンデンサ
用電極箔 
生産設備

17
平成17年
９月

合理化設備や新商
品、品質への対応設
備のため、生産の能
力への増加は軽微で
あります。

提出会社 
（新潟工場）

新潟県 
 聖籠町

コンデンサ 
用材料

コンデンサ
用電極箔 
生産設備

1,093
平成17年
９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社が発行する株式の総数は396,132,000株とする。 

ただし株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 396,132,000

計 396,132,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 127,159,334 127,159,334
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 127,159,334 127,159,334 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日
― 127,159 ― 15,751 ― 33,819



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

   
(注) １ 株式会社三井住友銀行には、上記以外に退職給付信託に係る信託財産として設定した株式が1,900千株あり

ます。 
     ２  大株主は平成17年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。 
      なお、大量保有報告書又は大量保有報告書の変更報告書により、以下のとおり株式を保有している旨の通知

を受けておりますが、当社として当中間会計期間末における実質所有株式数の確認が出来ませんので、株主
名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。 

   
 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 13,394 10.53

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 9,481 7.46

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３丁目５－１２ 8,015 6.30

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

5,825 4.58

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目２１－２４ 5,251 4.13

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 3,346 2.63

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都新宿区西新宿１丁目９－１
（東京都中央区晴海１丁目８－１２  
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟）

2,928 2.30

ゴールドマンサツクスインター
ナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店）

アメリカ・ニューヨーク
（東京都港区六本木６丁目１０－１ 
六本木ヒルズ森タワー）

2,653 2.09

日本蓄電器工業株式会社 東京都福生市武蔵野台１丁目２３－１ 2,234 1.76

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

2,109 1.66

計 ― 55,239 43.44

氏名又は名称 住所 提出日
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＵＦＪ銀行
愛知県名古屋市中区錦３丁目２
１－２４

平成17月８日12日 5,251 4.13

ＵＦＪ信託銀行株式会
社

東京都千代田区丸の内１丁目４
－３

平成17月８日12日 1,416 1.11

ＵＦＪパートナーズ投
信株式会社

東京都中央区日本橋２丁目
３－４

平成17年８月12日 160 0.13

ＵＦＪアセットマネジ
メント株式会社

東京都中央区日本橋室町 
３丁目２－１５

平成17年８月12日 3,762 2.96

ＵＦＪトラストエクイ
ティ株式会社

東京都中央区日本橋小綱町
７－２

平成17年８月12日 350 0.28

フィデリティ投信株式
会社

東京都港区虎ノ門４丁目 
３－１

平成17年10月14日 11,184 8.80

日本生命保険相互会社
大阪府大阪市中央区今橋 
３丁目５－１２

平成17年８月15日 8,259 6.50

ニッセイアセットマネ
ジメント株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目６
－６

平成17年８月15日 219 0.17



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権6個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式115株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式

580,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

124,856,000
124,856 同上

単元未満株式
 普通株式

1,723,334
― 同上

発行済株式総数 127,159,334 ― ―

総株主の議決権 ― 124,856 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ケミコン株式会社

東京都品川区大崎 
５丁目６番４号

580,000 ― 580,000 0.5

計 ― 580,000 ― 580,000 0.5

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 632 683 680 663 642 665

最低(円) 570 589 623 617 599 609



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について中央青山監査法人の中間監査を受けており

ます。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 11,947 16,263 12,828

２ 受取手形及び売掛金 24,856 27,110 25,797

３ たな卸資産 20,525 20,186 18,713

４ 繰延税金資産 2,100 3,893 3,998

５ その他 6,052 6,180 6,632

 貸倒引当金 △119 △155 △127

 流動資産合計 65,362 48.6 73,478 50.2 67,841 49.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1,4

(1) 建物及び構築物 15,352 15,072 14,785

(2) 機械装置及び 
  運搬具

23,573 23,541 22,547

(3) 土地 7,690 8,713 8,789

(4) その他 4,959 5,044 4,589

 有形固定資産合計 51,575 38.4 52,372 35.8 50,711 36.8

２ 無形固定資産 ※３ 992 0.7 1,554 1.0 1,672 1.2

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※４ 11,903 15,127 13,247

(2) 繰延税金資産 1,834 1,181 1,594

(3) その他 3,094 3,063 3,006

 貸倒引当金 △346 △346 △346

 投資その他の 
 資産合計

16,485 12.3 19,026 13.0 17,501 12.7

 固定資産合計 69,053 51.4 72,954 49.8 69,886 50.7

 資産合計 134,416 100.0 146,433 100.0 137,727 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 8,802 7,506 8,349

２ 短期借入金 ※４ 10,001 9,027 7,608

３ １年内償還予定社債 ― 1,000 1,000

４ 未払金 ― 9,761 7,936

５ 設備関係支払手形 1,368 589 1,348

６ 賞与引当金 1,402 1,384 1,449

 ７ 事業再編引当金 ― 1,121 1,400

８ 海外事業再編引当金 420 ― ―

９ その他 9,887 3,780 2,664

 流動負債合計 31,882 23.7 34,171 23.3 31,756 23.1

Ⅱ 固定負債

１ 社債 4,000 3,000 3,000

２ 長期借入金 ※４ 22,125 29,404 26,431

３ 繰延税金負債 174 219 159

４ 退職給付引当金 7,101 5,682 5,611

５ 役員退職慰労 
  引当金

234 143 263

６ その他 88 143 162

 固定負債合計 33,725 25.1 38,593 26.4 35,627 25.8

 負債合計 65,607 48.8 72,765 49.7 67,384 48.9

(少数株主持分)

少数株主持分 826 0.6 846 0.6 850 0.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,751 11.7 15,751 10.8 15,751 11.5

Ⅱ 資本剰余金 33,819 25.2 33,819 23.1 33,819 24.6

Ⅲ 利益剰余金 21,030 15.7 23,363 16.0 21,752 15.8

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

1,799 1.3 3,011 2.0 2,235 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △4,264 △3.2 △2,851 △2.0 △3,832 △2.8

Ⅵ 自己株式 △155 △0.1 △273 △0.2 △233 △0.2

 資本合計 67,981 50.6 72,821 49.7 69,492 50.5

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計

134,416 100.0 146,433 100.0 137,727 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 54,268 100.0 56,868 100.0 105,714 100.0

Ⅱ 売上原価 42,516 78.3 45,491 80.0 83,902 79.4

売上総利益 11,751 21.7 11,377 20.0 21,812 20.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,550 15.8 8,959 15.7 17,094 16.1

営業利益 3,201 5.9 2,417 4.3 4,717 4.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 35 60 71

２ 受取配当金 29 26 58

３ 為替差益 637 823 414

４ 持分法による
投資利益

413 339 654

５ その他の営業外収益 115 1,230 2.3 49 1,299 2.2 175 1,373 1.3

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 228 235 446

２ その他の営業外費用 151 379 0.7 113 348 0.6 250 697 0.7

経常利益 4,052 7.5 3,368 5.9 5,393 5.1

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 4 11 25

２ 投資有価証券売却益 5 ― 10

３ 国庫助成金受贈益 ― 165 ―

４ その他 6 16 0.0 0 178 0.3 1 37 0.0

Ⅶ 特別損失

１ たな卸資産処分損 315 ― 599

２ たな卸資産評価損 468 ― 486

３ 固定資産処分損 ※３ 153 224 407

４ 投資有価証券評価損 ― ― 80

５ 退職給付引当金
繰入額

93 ― 172

６ 事業再編引当金
繰入額

― ― 1,400

７ 海外事業再編引当金
繰入額

420 ― ―

８ 海外事業再編損失 ― ― 537

９ その他 149 1,599 2.9 33 257 0.4 303 3,987 3.7

税金等調整前中間 
(当期)純利益

2,469 4.6 3,289 5.8 1,444 1.4

法人税、住民税及び 
事業税

1,144 1,201 973

過年度法人税、 
住民税及び事業税

120 12 △31

法人税等調整額 △262 1,001 2.0 △10 1,203 2.1 △2,235 △1,293 △1.2

少数株主利益 46 0.0 61 0.1 78 0.1

中間(当期)純利益 1,420 2.6 2,023 3.6 2,659 2.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 33,819 33,819 33,819

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ― ―

Ⅳ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

33,819 33,819 33,819

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 20,021 21,752 20,021

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 1,420 1,420 2,023 2,023 2,659 2,659

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 380 379 760

２ 取締役賞与 31 30 31

３ 連結子会社の減少に伴う 
   利益剰余金減少高 

― 2 127

４ その他 ※１ ― 411 ― 412 8 928

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

21,030 23,363 21,752



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
  フロー
１ 税金等調整前中間(当期)
純利益

2,469 3,289 1,444

２ 減価償却費 3,610 3,495 7,198

３ 連結調整勘定償却額 58 59 117

４ 退職給付引当金の増加額 491 84 ―

５ 退職給付引当金の減少額 ― ― △992

６ 貸倒引当金の増加額 16 26 24
７ 関係会社整理損失引当金の
減少額

△365 ― ―

８ 事業再編引当金の増加額 ― ― 1,400

９ 事業再編引当金の減少額 ― △278 ―
10 海外事業再編引当金の
増加額

420 ― ―

11 受取利息及び受取配当金 △64 △87 △129

12 支払利息 228 235 446

13 為替差益 ― △24 ―

14 為替差損 33 ― 68

15 役員賞与 △31 △30 △31

16 持分法による投資利益 △413 △339 △654

17 棚卸資産処分損 315 ― 599

18 棚卸資産評価損 468 ― 486

19 海外事業再編損失 ― ― 537

20 固定資産処分損 153 224 407

21 固定資産売却益 △4 △11 △25

22 投資有価証券売却益 △5 ― △10

23 投資有価証券評価損 ― ― 80

24 売上債権の増加額 ― △799 △1,026

25 売上債権の減少額 89 ― ―

26 棚卸資産の増加額 △1,269 △1,081 ―

27 棚卸資産の減少額 ― ― 331

28 仕入債務の減少額 △2,071 △1,662 △2,202
29 その他 2,304 2,659 1,916

小計 6,435 5,759 9,985

30 利息及び配当金の受取額 64 87 227
31 利息の支払額 △231 △234 △451
32 法人税等の支払額 △677 △569 △1,006

営業活動による 
キャッシュ・フロー

5,590 5,043 8,755

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
  フロー
１ 有形固定資産の取得による 
  支出

△2,918 △5,676 △5,954

２ 有形固定資産の売却による 
  収入

106 63 156

３ 無形固定資産の取得による 
  支出

― ― △1,190

４ 投資有価証券の取得による 
  支出

△130 △2 △179

５ 投資有価証券の売却による 
  収入

31 ― 159

６ 貸付による支出 △14 △15 △33

７ 貸付金の回収による収入 18 19 46
８ 連結子会社の売却による 
  収入

― 204 ―

９ その他 3 △26 1

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△2,903 △5,434 △6,993



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
  フロー

１ 短期借入による収入 12,619 19,804 27,397
２ 短期借入金の返済による 
  支出

△10,918 △16,092 △28,836

３ 長期借入による収入 4,180 4,000 10,580
４ 長期借入金の返済による 
  支出

△3,120 △3,465 △4,236

５ 自己株式の取得及び売却 
  (純額)

△23 △39 △102

６ 社債の発行による収入 1,000 ― 1,000

７ 社債の償還による支出 △5,000 ― △5,000

８ 配当金の支払額 △380 △379 △760
９ 少数株主への配当金の 
  支払額

△3 △0 △28

10 少数株主からの株式払込 
  による収入

295 2 295

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△1,350 3,829 309

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

202 168 258

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,538 3,607 2,330

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

10,252 12,583 10,252

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

11,791 16,190 12,583



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数 34社

主要な連結子会社名

ケミコン岩手㈱

ケミコン宮城㈱

ケミコン福島㈱

マルコン電子㈱

ケミコンアドバンス

ビジネス㈱

United Chemi-Con,

Inc.

Europe Chemi-Con

(Deutschland)GmbH

Singapore Chemi-

Con(Pte.)Ltd.

また、CU TECH COR-

PORATIONは、当中間

連結会計期間におい

て新たに設立したこ

とにより、当中間連

結会計期間より連結

子会社に含めること

としました。

(イ)連結子会社の数  32社

主要な連結子会社名

ケミコン岩手㈱

ケミコン宮城㈱

ケミコン福島㈱

ケミコン山形㈱

ＣＡＢ岩手㈱

United Chemi-Con,

Inc.

Europe Chemi-Con

(Deutschland)GmbH

P.T. Indonesia

Chemi-Con

また、連結子会社で

ありました朝日金属

工業㈱は、全保有株

式を売却したことに

より、当中間連結会

計期間より連結子会

社から除外しまし

た。

(イ)連結子会社の数 33社

連結子会社名は、「第

１ 企業の概況４ 関

係会社の状況」に記載

しているため省略しま

した。なお、CU TECH 

CORPORATION は、当 連

結会計年度において新

たに設立したことによ

り、当連結会計年度よ

り連結子会社に含める

こととしました。ま

た、連結子会社であり

ましたData Ray Cor-

porationは、清算した

ことにより当連結会計

年度より連結子会社か

ら除外しました。  

(ロ)主要な非連結子会社

１社

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売

上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないためでありま

す。

(ロ)主要な非連結子会社

２社

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、それ

ぞれ小規模であり、総

資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため

であります。

(ロ)主要な非連結子会社

１社

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売

上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いためであります。

２ 持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用の非連結子

会社はありません。

(イ)   同左 (イ)   同左 

(ロ)持分法適用の関連会社

三瑩電子工業株式会社

１社であります。

(ロ)持分法適用の関連会社

   同左

(ロ)持分法適用の関連会社

   同左

(ハ)持分法を適用しない関

連会社 ２社

(持分法を適用しない

理由)

  持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

(ハ)持分法を適用しない関

連会社 ２社

(持分法を適用しない

理由)

     同左

(ハ)持分法を適用しない関

連会社 ２社

(持分法を適用しない

理由)

  持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

(ニ)持分法適用の関連会社

の中間決算日は６月30

日であり、同日現在の

中間財務諸表を使用し

ております。

(ニ)   同左 (ニ)持分法適用の関連会社

の決算日は12月31日で

あり、同日現在の財務

諸表を使用しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項

連結子会社のうち、 

Hong Kong KDK Ltd.、Dong 

Guang KDK Aluminum Foil 

Manufacture Ltd.、上海貴

弥功貿易有限公司、貴弥功

(無錫)有限公司、日高エレ

クトロン株式会社、Chemi-

Con  Electronics(Thai-

land)  Co.,Ltd.、Chemi-

Con Korea Corporation及

び、CU  TECH  CORPORATION

の中間決算日は６月30日で

あります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては同日

現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。また、日

高エレクトロン株式会社に

ついては、中間連結決算日

現在で実施した仮決算に基

づく中間財務諸表を使用し

ております。

     同左 連結子会社のうち、    

Hong Kon KDK Ltd.、Dong 

Guang KDK Aluminum Foil 

Manufacture Ltd.、上海貴

弥功貿易有限公司、貴弥功

(無錫)有限公司、日高エレ

クトロン株式会社、Chemi-

Con  Electronics(Thai-

land)  Co.,Ltd.、Chemi-

Con Korea Corporation及

び、CU  TECH  CORPORATION

の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。

また、日高エレクトロン株

式会社については、連結決

算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用し

ております。

４ 会計処理基準に関す

る事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法によっており

ます。(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

時価のないもの

移動平均法による

原価法によってお

ります。

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

その他有価証券

同左

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

によっておりま

す。(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。)

時価のないもの

移動平均法による

原価法によってお

ります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

たな卸資産

商品は主として最終

仕入原価法による原

価法又は先入先出法

による低価法、製品

は主として総平均法

による原価法又は先

入先出法による原価

法、原材料は主とし

て先入先出法による

原価法又は最終仕入

原価法による原価

法、仕掛品は主とし

て総平均法による原

価法又は先入先出法

による原価法によっ

ております。

たな卸資産

同左

たな卸資産

同左

デリバティブ

時価法によっており

ます。

デリバティブ

時価法によっており

ます。

なお、金利スワップ

取引については、特

例処理を適用してお

ります。

デリバティブ

時価法によっており

ます。

なお、金利スワップ

取引については、特

例処理を適用してお

ります。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

主として定率法によ

っております。ただ

し、当社及び国内連

結子会社は建物(建

物附属設備を除く)

については、法人税

法に定める定額法に

よっております。

無形固定資産

主として定額法によ

っております。ただ

し、自社利用のソフ

トウエアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

基づく定額法によっ

ております。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

同左

無形固定資産

同左

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

同左

無形固定資産

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当連結会計年

度末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

なお、会計基準変更

時差異については、

退職給付信託の設定

にともない一時費用

処理した残額を５年

で按分し費用処理し

ております。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主

として16年)による

定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理

しております。

なお、会計基準変更

時差異については、

退職給付信託の設定

にともない一時費用

処理した残額を５年

で按分し費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主

として16年)による

定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主

として16年)による

定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理

しております。

なお、会計基準変更

時差異については、

退職給付信託の設定

にともない一時費用

処理した残額を５年

で按分し費用処理し

ております。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主

として16年)による

定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理

しております。

役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結

子会社では、役員の

退職慰労金の支出に

備えるため、内規に

より計算した中間期

末要支給額を計上し

ております。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結

子会社では、役員の

退職慰労金の支出に

備えるため、内規に

より計算した期末要

支給額を計上してお

ります。

貸倒引当金

金銭債権の貸倒れに

よる損失に備えるた

め、一般債権につい

ては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等

特定の債権について

は個別に回収可能性

を検討し、回収不能

見込額を計上してお

ります。

また、在外連結子会

社では、主として債

権内容により個別に

必要と認められた金

額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

賞与引当金

当社及び国内連結子

会社では、将来の従

業員賞与の支給に備

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

えるため、支給見込

額を計上しておりま

す。

――――――――  

 

 

 

 

事業再編引当金

事業の再編に伴い発

生すると見込まれる

損失に備えるため、

必要な金額を計上し

ております。

事業再編引当金

事業の再編に伴い発

生すると見込まれる

損失に備えるため、

必要な金額を計上し

ております。

海外事業再編引当金

海外における生産拠

点の再編に伴い、発

生すると見込まれる

損失に備えるため必

要な金額を計上して

おります。

―――――――― ――――――――

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引について

は、主として通常の

賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理

によっております。

なお、一部の在外連

結子会社について

は、通常の売買取引

に係る方法に準じた

会計処理によってお

ります。

(ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費

税の会計処理は、税

抜方式によっており

ます。

  ②連結納税制度の適用

   当中間連結会計期間

から、連結納税制度

を適用しておりま

す。

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

①消費税等の会計処理

   同左

         

  ②連結納税制度の適用

   当社及び一部の国内

連結子会社について

は、連結納税制度を

適用しております。

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ホ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

①消費税等の会計処理

  同左

②連結納税制度の適用

   当社及び一部の国内

連結子会社について

は、当連結会計年度

より連結納税制度を

適用しております。

  

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ――――――――  (固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。

  ――――――――  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

      ――――――――――  前中間連結会計期間まで流動負債「その他」に含めて

記載しておりました「未払金」については、当中間連

結会計期間において負債、少数株主持分及び資本の合

計額の5/100を超えることとなったため、当中間連結会

計期間より区分掲記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「未払金」は5,437百万

円であります。    



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。この結果、販売費及び一般

管理費が131百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益が同額減少しております。

  ――――――――  （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算上の表示方法）

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当連結会計年度から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割142

百万円を「販売費及び一般管理

費」として処理しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 95,190百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 88,178百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 93,161百万円

２ 受取手形割引高

―百万円

２ 受取手形割引高

―百万円

２ 受取手形割引高

55百万円

※３ このうち連結調整勘定は353

百万円であります。

※３ このうち連結調整勘定は235

百万円であります。

※３ このうち連結調整勘定は294

百万円であります。

※４ 担保に供している資産

   次のとおり工場財団を組成

し、財団以外の担保資産と併

せて下記債務の担保に提供し

ております。

※４ 担保に供している資産

   次のとおり工場財団を組成

し、財団以外の担保資産と併

せて下記債務の担保に提供し

ております。

※４ 担保に供している資産

   次のとおり工場財団を組成

し、財団以外の担保資産と併

せて下記債務の担保に提供し

ております。

 

区分
担保に供している 

資産
金額 
(簿価)

工場財団 建物及び構築物 3,647百万円

機械装置及び 
運搬具

177 〃

土地 2,359 〃

計 6,184百万円

工場財団 
以外の 
担保資産

建物及び構築物 61百万円

土地 27 〃

投資有価証券 526 〃

計 614百万円

担保資産 
に係わる 
負債

長期借入金 334百万円

計 334百万円

(注)  長期借入金には、１年以内

返済予定長期借入金158百万

円を含んでおります。

 

区分
担保に供している

資産
金額
(簿価)

工場財団 建物及び構築物 3,313百万円

機械装置及び
運搬具

158 〃

土地 2,359 〃

計 5,831百万円

工場財団 
以外の 
担保資産

投資有価証券 893百万円

計 893百万円

担保資産 
に係わる 
負債

長期借入金 120百万円

計 120百万円

(注)  長期借入金には、１年以内

返済予定長期借入金 120

百万円を含んでおります。

 

区分
担保に供している 

資産
金額 
(簿価)

工場財団 建物及び構築物 3,429百万円

機械装置及び 
運搬具

161 〃

土地 2,359 〃

計 5,950百万円

工場財団
以外の 
担保資産

建物及び構築物 58百万円

土地 27 〃

投資有価証券 606 〃

計 691百万円

担保資産
に係わる
負債

長期借入金 401百万円

計 401百万円

(注)  長期借入金には、１年以内

返済予定長期借入金 150

百万円を含んでおります。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

荷造運賃 1,301百万円

給与手当 1,868 〃

賞与引当金 
繰入額

378 〃

退職給付 
引当金繰入額

309 〃

役員退職 
慰労引当金 
繰入額

29 〃

研究開発費 1,257 〃

荷造運賃 1,504百万円

給与手当 2,121 〃

賞与引当金
繰入額

369 〃

退職給付
引当金繰入額

255 〃

役員退職
慰労引当金 
繰入額

30 〃

研究開発費 1,223 〃

荷造運賃 2,757百万円

給与手当 4,041 〃

賞与引当金 
繰入額

402 〃

退職給付
引当金繰入額

645 〃

役員退職
慰労引当金 
繰入額

57 〃

研究開発費 2,585 〃

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却益
機械装置及び 
運搬具

4百万円

計      4 〃

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却益

機械装置及び
運搬具

11百万円

工具器具及び
備品

0  〃

計      11 〃

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却益

機械装置及び 
運搬具

24百万円

工具器具及び 
備品

0 〃

計 25 〃

 

※３ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

機械装置及び 
運搬具

0百万円

工具器具及び 
備品

1 〃

計 1 〃
 

※３ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

機械装置及び
運搬具

9百万円

工具器具及び
備品

0 〃

計 9 〃

※３ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

機械装置及び 
運搬具

5百万円

工具器具及び 
備品

2 〃

その他 6 〃

計 13 〃

 

固定資産除却損

建物及び 
構築物

0百万円

機械装置及び 
運搬具

151 〃

工具器具及び 
備品

0 〃

計 151 〃
 

固定資産除却損

建物及び
構築物

14百万円

機械装置及び
運搬具

192 〃

工具器具及び
備品

7 〃

計 214 〃

固定資産除却損

建物及び
構築物

143百万円

機械装置及び 
運搬具

234 〃

工具器具及び 
備品

15 〃

その他 0 〃

計 394 〃



次へ 

(中間連結剰余金計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

――――――――――  

 

――――――――――  ※１ 利益剰余金減少高のその他

の内容は次のとおりでありま

す。

米国の連結子会
社が米国会計基
準に基づいて計
上した「その他
の包括利益」に
含まれる年金追
加最小負債

8百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

11,947百万円

預入期間が３ 
ケ月を超える 
定期預金

△156百万円

現金及び 
現金同等物

11,791百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

16,263百万円

預入期間が３
ケ月を超える 
定期預金

△73百万円

現金及び 
現金同等物

16,190百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び
預金勘定

12,828百万円

預入期間が３
ケ月を超える 
定期預金

△245百万円

現金及び
現金同等物

12,583百万円

 



次へ 

(リース取引関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

420 589 19 1,029

減価償却 
累計額 
相当額

271 301 13 587

中間 
期末残高 
相当額

149 287 5 442

 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

318 707 9 1,035

減価償却 
累計額 
相当額

244 360 4 608

中間 
期末残高 
相当額

74 346 5 426

 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

436 789 15 1,241

減価償却 
累計額 
相当額

285 365 8 659

期末残高 
相当額

151 424 6 582

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 182百万円

１年超 279  〃

合計 461 〃

１年以内 183百万円

１年超 269  〃

合計 452 〃

１年以内 218百万円

１年超 395 〃

合計 613 〃

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 132百万円

減価償却費相当額 123 〃

支払利息相当額 3 〃

支払リース料 123百万円

減価償却費相当額 115 〃

支払利息相当額 3 〃

支払リース料 231百万円

減価償却費相当額 219 〃

支払利息相当額 6 〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 9百万円

１年超 ―  〃

合計 9 〃

１年以内 9百万円

１年超 ―  〃

合計 9 〃

１年以内 18百万円

１年超 ―  〃

合計 18 〃

 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)「① 株式」の中には、減損処理を行った有価証券が含まれております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末日、当中間連結会計期間末日及び前連結会計年度末日におけるデリバティブ取

引残高はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３

月31日) 

当社及び連結子会社は、コンデンサ及びその他の電子部品の製造・販売を主な事業としております

が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるコンデンサ及びその他の電子部品の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

区分
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日)

その他有価証券

 
取得原価 
 

(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

① 株式 2,780 5,778 2,998 2,773 7,785 5,012 2,771 6,492 3,720

② その他 96 92 △3 98 96 △1 97 95 △1

計 2,877 5,871 2,994 2,871 7,882 5,010 2,869 6,587 3,718

区分
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

① 非上場株式

(店頭売買株式を除く)
225 222 223

② 債券

社債 3 ― 3

計 228 222 226



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 -------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は  

2,081百万円であり、その主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 -------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

2,115百万円であり、その主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。 

  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

26,390 4,745 4,316 18,817 54,268 ― 54,268

(2) セグメント間の内部
売上高

17,922 2,028 1 1,422 21,375 (21,375) ―

計 44,312 6,773 4,317 20,240 75,644 (21,375) 54,268

営業費用 40,323 6,631 4,066 19,306 70,327 (19,260) 51,067

営業利益 3,989 141 251 933 5,316 (2,114) 3,201

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,800 5,045 4,053 21,969 56,868 ― 56,868

(2) セグメント間の内部
売上高

23,689 1,420 0 4,025 29,136 (29,136) ―

計 49,490 6,466 4,053 25,994 86,005 (29,136) 56,868

営業費用 45,626 6,472 3,969 25,274 81,342 (26,891) 54,450

営業利益又は営業損失(△) 3,864 △5 84 720 4,663 (2,245) 2,417



前へ 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 -------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,182百

万円であり、その主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。 

  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

51,105 8,917 8,165 37,526 105,714 ― 105,714

(2) セグメント間の内部
売上高

36,302 3,741 2 2,804 42,851 (42,851) ―

計 87,408 12,658 8,168 40,330 148,566 (42,851) 105,714

営業費用 80,686 12,673 7,698 38,617 139,676 (38,679) 100,996

営業利益又は営業損失(△) 6,722 △15 469 1,713 8,889 (4,172) 4,717

 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 ------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 ------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ------------ 米国、カナダ 

(2) 欧州 ------------ ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス 

(3) アジア等 ------- シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,601 4,413 22,303 31,318

Ⅱ 連結売上高(百万円) 54,268

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.5 8.1 41.1 57.7

北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,759 4,296 25,108 34,165

Ⅱ 連結売上高(百万円) 56,868

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.4 7.6 44.1 60.1

北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,447 8,254 43,943 60,645

Ⅱ 連結売上高(百万円) 105,714

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.0 7.8 41.6 57.4



(１株当たり情報) 

  

 
  

（重要な後発事象） 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 536円19銭 １株当たり純資産額 575円31銭 １株当たり純資産額 548円48銭

１株当たり中間純利益 11円21銭 １株当たり中間純利益 15円98銭 １株当たり当期純利益 20円73銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

           1,420百万円 

普通株式に係る中間純利益 

           1,420百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

              126,814,207株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純利益

2,023百万円

普通株式に係る中間純利益

2,023百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

126,614,322株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の当期純利益

2,659百万円

普通株式に係る当期純利益

2,628百万円

普通株主に帰属しない金額

 利益処分による取締役賞与金

31百万円

普通株式の期中平均株式数

126,773,545株

 該当事項はありません。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,634 6,630 4,111

２ 受取手形 2,028 1,647 2,021

３ 売掛金 25,402 34,028 25,752

４ たな卸資産 3,806 3,673 3,603

５ 短期貸付金 6,595 5,817 7,872

６ 未収入金 6,817 7,498 7,562

７ その他 5,470 7,771 8,598

貸倒引当金 △2 △2 △2

流動資産合計 53,753 45.4 67,064 49.4 59,519 47.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1,2

(1) 建物 8,349 8,654 8,028

(2) 機械及び装置 5,883 6,309 5,540

(3) 土地 6,360 7,559 7,474

(4) その他 3,620 3,498 3,064

有形固定資産合計 24,213 20.4 26,021 19.2 24,107 19.3

２ 無形固定資産 464 0.4 1,159 0.8 1,210 1.0

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※２ 31,469 33,620 32,189

(2) 長期貸付金 4,324 4,003 3,431

(3) その他 7,234 6,605 6,924

貸倒引当金 △2,990 △2,648 △2,648

投資その他の 
資産合計

40,038 33.8 41,581 30.6 39,896 32.0

固定資産合計 64,716 54.6 68,762 50.6 65,213 52.3

資産合計 118,469 100.0 135,826 100.0 124,733 100.0



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 1,236 1,188 913

２ 買掛金 10,495 14,468 11,654

３ 短期借入金 700 4,000 ―

４ １年内返済予定 
  長期借入金

※２ 3,770 2,270 4,270

５ １年内償還予定社債 ― 1,000 1,000

６ 未払金 ― 8,066 6,735

７ 未払法人税等 862 848 138

８ 設備関係支払手形 1,104 362 1,071

９ 賞与引当金 343 507 539

10 関係会社整理損失
引当金

2,270 ― ―

11 事業再編引当金 ― 2,690 2,690

12 その他 5,498 544 342

流動負債合計 26,280 22.2 35,946 26.5 29,355 23.6

Ⅱ 固定負債

１ 社債 4,000 3,000 3,000

２ 長期借入金 ※２ 20,195 26,925 23,810

３ 退職給付引当金 2,575 2,818 2,746

４ 役員退職慰労引当金 212 143 241

５ その他 86 143 162

固定負債合計 27,069 22.8 33,031 24.3 29,959 24.0

負債合計 53,349 45.0 68,977 50.8 59,315 47.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,751 13.3 15,751 11.6 15,751 12.6

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 33,819 33,819 33,819

    資本剰余金合計 33,819 28.5 33,819 24.9 33,819 27.1

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 2,778 2,778 2,778

２ 任意積立金 7,000 7,000 7,000

３ 中間(当期) 
  未処分利益

4,125 4,760 4,067

 利益剰余金合計 13,904 11.7 14,539 10.7 13,845 11.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,799 1.5 3,011 2.2 2,234 1.8

Ⅴ 自己株式 △155 △0.1 △273 △0.2 △233 △0.2

資本合計 65,119 55.0 66,848 49.2 65,417 52.4

負債・資本合計 118,469 100.0 135,826 100.0 124,733 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 43,193 100.0 48,976 100.0 85,453 100.0

Ⅱ 売上原価 36,858 85.3 42,665 87.1 74,064 86.6

売上総利益 6,334 14.7 6,310 12.9 11,389 13.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,197 12.0 5,458 11.2 10,227 12.0

営業利益 1,137 2.6 851 1.7 1,161 1.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,337 3.1 1,231 2.5 1,904 2.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 210 0.5 223 0.4 385 0.5

経常利益 2,264 5.2 1,860 3.8 2,679 3.1

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 0 0.0 353 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４ 687 1.6 64 0.1 3,715 4.3

税引前中間(当期) 
純利益又は 
税引前中間(当期) 
純損失(△)

1,576 3.6 1,796 3.7 △681 △0.8

法人税、住民税 
及び事業税

516 655 16

過年度法人税、 
住民税及び事業税

159 △17 7

法人税等調整額 △83 591 1.3 54 692 1.4 △2,012 △1,988 △2.3

中間(当期)純利益 985 2.3 1,103 2.3 1,306 1.5

前期繰越利益 3,140 3,657 3,140

中間配当額 ― ― 380

中間(当期)未処分 
利益

4,125 4,760 4,067



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

たな卸資産

製品・仕掛品

…総平均法による原価法

商品

…最終仕入原価法による

原価法

原材料

…先入先出法による原価

法

貯蔵品

…最終仕入原価法による

原価法

たな卸資産

同左

同左

同左

同左

たな卸資産

同左

同左

同左

同左

有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原価

法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。)

時価のないもの

移動平均法による原

価法によっておりま

す。

デリバティブ

時価法によっておりま

す。 

有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

同左

その他有価証券

同左

デリバティブ

時価法によっておりま

す。 

なお、金利スワップ取引

については、特例処理を

適用しております。   

有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してお

ります。)

時価のないもの

移動平均法による原

価法によっておりま

す。

デリバティブ

時価法によっておりま

す。 

なお、金利スワップ取引

については、特例処理を

適用しております。   

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

法人税法に規定する方法

と同一の基準を採用して

おり、建物(建物附属設

備を除く)については定

額法、建物以外について

は定率法によっておりま

す。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

無形固定資産

法人税法の規定による定

額法によっております。

ただし、自社利用のソフ

トウエアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

長期前払費用

法人税法の規定による定

額法によっております。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(16年)による定

額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理し

ております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(16年)による定額法に

より、費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(16年)による定

額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理し

ております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

期末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(16年)による定

額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理し

ております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規によ

り計算した中間期末要支

給額を計上しておりま

す。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規によ

り計算した期末要支給額

を計上しております。

貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

賞与引当金

将来の従業員賞与の支給

に備えるため、支給見込

額を計上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

関係会社整理損失引当金

 関係会社の整理に伴い、

発生すると見込まれる損

失に備えるため、必要な

金額を計上しておりま

す。

 ――――――――  ――――――――

  ―――――――― 事業再編引当金

 事業の再編に伴い発生す

ると見込まれる損失に備

えるため、必要な金額を

計上しております。

事業再編引当金

 事業の再編に伴い発生す

ると見込まれる損失に備

えるため、必要な金額を

計上しております。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

同左 同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

なお、「仮払消費税等」

及び「仮受消費税等」

は、相殺のうえ流動資産

の「その他」に含めて表

示しております。

②連結納税制度の適用

当中間会計期間から連結

納税制度を適用しており

ます。

①消費税等の会計処理

同左

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用して

おります。

①消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

②連結納税制度の適用

当期より連結納税制度を

適用しております。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

   ―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

   ――――――――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

      ――――――――――  前中間会計期間まで流動負債「その他」に含めて記載

しておりました「未払金」については、当中間会計期

間において負債及び資本の合計額の5/100を超えること

となったため、当中間会計期間より区分掲記すること

といたしました。 

 なお、前中間会計期間の「未払金」は4,744百万円で

あります。    



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。この結果、販売費及び一般管理

費が109百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が同

額減少しております。

   ――――――――――― （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当期から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資

本割110百万円を「販売費及び一般

管理費」として処理しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計 ※１ 有形固定資産の減価償却累計 ※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 34,652百万円 額 34,563百万円 額 34,279百万円

 

 

※２ 担保資産

   担保差入資産

建物 2,762百万円

機械及び装置 177百万円

土地 1,466百万円

投資有価証券 526百万円

計 4,931百万円

   上記のうち、工場財団設定分

建物 2,762百万円

機械及び装置 177百万円

土地 1,466百万円

計 4,405百万円

   上記の担保資産に対する債務

長期借入金 240百万円
(１年以内返済予定長期借入
金120百万円を含んでおりま
す。)

計 240百万円

 

 

※２ 担保資産

   担保差入資産

建物 2,468百万円

機械及び装置 158百万円

土地 1,466百万円

投資有価証券 893百万円

計 4,986百万円

   上記のうち、工場財団設定分

建物 2,468百万円

機械及び装置 158百万円

土地 1,466百万円

計 4,093百万円

   上記の担保資産に対する債務

長期借入金 120百万円
(１年以内返済予定長期借入
金120百万円を含んでおりま
す。)

計 120百万円

 

 

※２ 担保資産

   担保差入資産

建物 2,561百万円

機械及び装置 161百万円

土地 1,466百万円

投資有価証券 606百万円

計 4,795百万円

   上記のうち、工場財団設定分

建物 2,561百万円

機械及び装置 161百万円

土地 1,466百万円

計 4,189百万円

   上記の担保資産に対する債務

長期借入金 180百万円
(１年以内返済予定長期借入
金120百万円を含んでおりま
す。)

計 180百万円

 ３ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

   保証債務

   下記の会社の銀行借入残高等

に対して保証をおこなってお

ります。

福島電気工業㈱ 2,020百万円

United Chemi- 
Con, Inc.

1,665百万円

日高エレクトロ
ン㈱

1,025百万円

P.T.Indonesia 
Chemi-Con

832百万円

Chemi-Con 
(Malaysia)
Sdn.Bhd.

537百万円

マルコンデンソ
ー㈱

100百万円

朝日金属工業 
株式会社

86百万円

Chemi-Con 
Materials  
Corporation

83百万円

Singapore 
Chemi-Con 
(Pte.)Ltd.

73百万円

マルコン電子㈱ 72百万円

Europe Chemi- 
Con 
(Deutschland) 
GmbH

71百万円

ケミコンアドバ
ンスビジネス㈱

50百万円

台湾佳美工股份
有限公司

31百万円

Hong Kong 
KDK Ltd.

13百万円

計 6,663百万円

 

 ３ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

   保証債務

   下記の会社の銀行借入残高等

に対して保証をおこなってお

ります。

福島電気工業㈱ 1,440百万円

United Chemi-
Con, Inc.

1,018百万円

日高エレクトロ
ン㈱

880百万円

Chemi-Con
(Malaysia)
Sdn.Bhd.

548百万円

P.T.Indonesia
Chemi-Con

305百万円

マルコンデンソ
ー㈱

100百万円

Europe Chemi-
Con 
(Deutschland) 
GmbH

70百万円

Chemi-Con
Materials  
Corporation

56百万円

Singapore
Chemi-Con 
(Pte.)Ltd.

1百万円

計 4,422百万円

 

 ３ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

   保証債務

   下記の会社の銀行借入残高等

に対して保証をおこなってお

ります。

福島電気工業㈱ 1,480百万円

United Chemi- 
Con, Inc.

1,234百万円

日高エレクトロ
ン㈱

953百万円

P.T.Indonesia 
Chemi-Con

596百万円

Chemi-Con
(Malaysia)
Sdn.Bhd.

565百万円

マルコンデンソ
ー㈱

100百万円

Chemi-Con
Materials  
Corporation

80百万円

台湾佳美工股份
有限公司

75百万円

Europe Chemi- 
Con 
(Deutschland) 
GmbH

72百万円

朝日金属工業 
株式会社

71百万円

マルコン電子㈱ 40百万円

Singapore
Chemi-Con 
(Pte.)Ltd.

15百万円

Hong Kong
KDK Ltd.

9百万円

計 5,293百万円



  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 
及び割引料

101百万円

受取配当金 404百万円

為替差益 753百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息
及び割引料

72百万円

受取配当金 306百万円

為替差益 759百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息
及び割引料

175百万円

受取配当金 883百万円

為替差益 705百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 123百万円

社債利息 32百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 141百万円

社債利息 25百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 250百万円

社債利息 58百万円

※３ 特別利益の主要項目 

    ――――――――

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

0百万円

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

349百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

たな卸資産 
処分損

84百万円

固定資産 
処分損

79百万円

貸倒引当金 
繰入額

450百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産
処分損

64百万円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産
売却損

7百万円

固定資産
除却損

294百万円

貸倒引当金
繰入額

589百万円

事業再編引当
金繰入額

2,558百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,204百万円

無形固定資産 28百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,252百万円

無形固定資産 139百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 2,543百万円

無形固定資産 99百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 
工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

502 13 515

減価償却 
累計額 
相当額

237 9 246

中間 
期末残高 
相当額

265 4 269

 
工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

629 5 634

減価償却 
累計額 
相当額

297 2 299

中間 
期末残高 
相当額

331 3 335

 
工具器具
及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

696 5 702

減価償却 
累計額 
相当額

293 2 295

期末残高 
相当額

403 3 407

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 119百万円

１年超 182百万円

合計 301百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 152百万円

１年超 208百万円

合計 360百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 153百万円

１年超 285百万円

合計 438百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 66百万円

減価償却費 
相当額

59百万円

支払利息 
相当額

3百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 81百万円

減価償却費
相当額

72百万円

支払利息
相当額

3百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 131百万円

減価償却費 
相当額

120百万円

支払利息
相当額

5百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし

て、残存価額を零とする定額

法によっております。

  ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

(2) オペレーティング・リース取引

   該当取引はありません。

(2) オペレーティング・リース取引

   該当取引はありません。

(2) オペレーティング・リース取引

   該当取引はありません。



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 
(2) 【その他】 

第59期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月７日開催

の取締役会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                443百万円 

② １株当たり中間配当金              ３円50銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成17年12月７日 

 
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度末

(平成17年３月31日)

区分

中間貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

 
時価 
 

(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

中間貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
 

(百万円)

差額 
 

(百万円)

貸借対照
表計上額

(百万円)

 
時価 
 

(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

関連会社株式 245 4,166 3,921 245 5,788 5,543 245 5,197 4,952



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  (上記有価証券報告書の訂正報告書) 

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 

(第58期)
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第58期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年10月24日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

日 本 ケ ミ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ケミコン株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日本ケミコン株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ケミコン株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

日 本 ケ ミ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ケミコン株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケ

ミコン株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日本ケミコン株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ケミコン株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケ

ミコン株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 
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